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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 第108期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しておりますので、それ以前については記載しておりません。 

２ 第108期中間連結会計期間は財務諸表のうち貸借対照表のみが連結対象であるため該当事項のみ記載しております。 

  

回次 第106期中 第107期中 第108期中 第106期 第107期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) ― ― ― ― ―

経常利益 (百万円) ― ― ― ― ―

中間（当期）純利益 (百万円) ― ― ― ― ―

純資産額 (百万円) ― ― 14,603 ― ―

総資産額 (百万円) ― ― 24,854 ― ―

１株当たり純資産額 (円) ― ― 651.51 ― ―

１株当たり中間（当期） 
純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

潜在株式調整後１株当たり 
中間（当期）純利益金額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 58.8 ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― ― ― ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― ― ― ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― ― ― ― ―

現金及び現金同等物 
の中間期末（期末）残高 

(百万円) ― ― ― ― ―

従業員数 
[外、平均臨時雇用人員] 

(人) ― ―
734
[83] 

― ―



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第106期中及び第106期については、関連会社はありませんので、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりませ

ん。なお、第107期中において営口新窯耐耐火材料有限公司を平成16年７月に設立出資して関連会社としておりますが、

同社の決算日は12月31日であり、中間会計期間の持分法を適用した場合の投資利益の算定にあたっては、同社の中間決算

日（６月30日）の中間財務諸表を使用することとしておりますので、当該中間会計期間は該当事項がありません。 

３ 潜在株式がありませんので、潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額は記載しておりません。 

４ 第106期の１株当たり配当額７円は、特別配当１円を含んでおります。 

  

回次 第106期中 第107期中 第108期中 第106期 第107期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 7,392 8,114 8,048 14,700 15,483

経常利益 (百万円) 192 240 349 453 401

中間(当期)純利益 (百万円) 73 151 212 197 231

持分法を適用した場合の 
投資損益 

(百万円) ― ― △9 ― △1

資本金 (百万円) 2,654 2,654 2,654 2,654 2,654

発行済株式総数 (千株) 25,587 25,587 25,587 25,587 25,587

純資産額 (百万円) 13,664 13,606 14,605 13,890 13,815

総資産額 (百万円) 21,063 21,565 24,680 22,005 21,868

１株当たり純資産額 (円) 564.77 606.81 651.62 605.93 615.65

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 2.99 6.67 9.47 8.21 9.66

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 3.00 3.50 3.50 7.00 7.00

自己資本比率 (％) 64.9 63.1 59.2 63.1 63.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △100 △762 △534 1,251 △91

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △184 △568 △1,310 △567 △983

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △233 490 1,570 △499 335

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 1,172 1,034 860 1,873 1,133

従業員数 
[外、平均臨時雇用人員] 

(人) 
547 
[―] 

520
[70] 

495
[83] 

528 
[―] 

501
[70] 



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社および当社の関係会社（以下、当社グループ）が営む事業の内容について重要

な変更はありません。また、当中間連結会計期間末において出資比率の増加に伴い関連会社であった営口新窯耐耐火

材料有限公司が子会社となりました。 

  

事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 
  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が提出会社の連結子会社となりました。 

(注) 営口新窯耐耐火材料有限公司は特定子会社であります。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は、[ ]内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。な

お、臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

名称 住所 資本金 主要な事業の内容 議決権の所有割合（％） 関係内容 

営口新窯耐 
耐火材料 
有限公司 

中国 
遼寧省 
大石橋市 

万元 
59,672 

耐火物の製造販売 100.0
当社の役員５名
が同社の役員を
兼任している。 

事業の種類 従業員数(人)

耐火物事業 734[83] 



(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は、[ ]内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。なお、臨

時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

従業員数(人) 495 [83] 



第２ 【事業の状況】 

当中間連結会計期間は、貸借対照表のみが連結対象であるため、提出会社の状況についての記載となっております。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格高騰の長期化や為替動向の不透明さなど、先行きに懸念材料は

あるものの、企業業績の改善や民間設備投資が好調を持続するなかで、総じて景気は緩やかな回復を続けてまいり

ました。 

このような状況下で、耐火物業界の主たる需要先である鉄鋼業界の上半期は、国内製造業の高水準の生産状況も

あり、粗鋼生産量は5,680万屯と前年同期比0.7％の増加となりました。 

一方、鉄鋼以外の需要先につきましては、セメントの生産量が前年同期比3.7％増加するなど需要は回復する兆し

を見せております。 

これらの結果に加え、輸入耐火煉瓦の影響はあるものの、わが国の上半期における耐火物の生産量は、60万屯と

前年同期比4.0％の増加となりました。 

当社は、このような情勢下において、国内外を問わず活発な受注活動を展開いたしましたが、当中間会計期間の

売上高は80億48百万円と、前年同期（売上高81億14百万円）に比べ0.8％の減少となりました。 

損益面におきましては、引き続き生産設備の集約化と経費の徹底したコストの削減に努めた結果、経常利益は３

億49百万円（前年同期２億40百万円）となりました。 

中間純利益につきましては、２億12百万円（前年同期１億51百万円）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末に比べ２億72百万

円減少し、当中間会計期間末には、８億60百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において営業活動によるキャッシュ・フローは、５億34百万円の資金の減少（前年同期は７

億62百万円の資金の減少）となりました。これは主に、売上債権の増加およびたな卸資産の増加によるもので

あります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において投資活動によるキャッシュ・フローは、13億10百万円の資金の減少（前年同期は５

億68百万円の資金の減少）となりました。これは主に、有形固定資産の取得および中国合弁企業の独資化に伴

う出資金の増加によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において財務活動によるキャッシュ・フローは、15億70百万円の資金の増加（前年同期は４

億90百万円の資金の増加）となりました。これは前年同期に比べ、借入金による収入が増加したこと等による

ものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当中間連結会計期間は、貸借対照表のみが連結対象であるため、提出会社の状況についての記載となっておりま

す。 

  

(1) 生産実績 
当中間会計期間における生産実績は、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は外注を含み、実際原価で表示しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 
当中間会計期間における受注状況は、次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 
当中間会計期間における販売実績は、次のとおりであります。 

  

  
(注) １ 輸出販売高及び輸出割合は、次のとおりであります。 

（注）当中間会計期間は、輸出販売高実績が総販売実績の100分の10未満であった為記載しておりません。 
  
２ 主な輸出先及び輸出販売高に対する割合は、次のとおりであります。 

（注）当中間会計期間は、輸出販売高実績が総販売実績の100分の10未満であった為記載しておりません。 
  

区分 金額(百万円) 前年同期比(％) 

耐火物他 5,997 8.0 

エンジニアリング 1,272 0.9 

合計 7,269 6.7 

区分 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

耐火物他 6,835 2.9 3,673 13.8 

エンジニアリング 1,493 16.8 320 173.6 

合計 8,329 5.1 3,993 19.4 

区分 金額(百万円) 前年同期比(％) 

耐火物他 6,687 0.3 

エンジニアリング 1,360 △6.2 

合計 8,048 △0.8 

前中間会計期間 

輸出販売高(百万円) 輸出割合(％) 

981 12.1 

輸出先 前中間会計期間(％) 

アジア 79.3 

北アメリカ 6.8 

ヨーロッパ他 13.9 

合 計 100.0 



３ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

  

４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

相手先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

金額(百万円) 割合(％） 金額(百万円) 割合(％） 

東京製鐵㈱ 819 10.1 748 9.3 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、国際競争力を持つ製品の開発及び技術の確立を目標とし、研究テーマを次の項目としておりま

す。 

(1) 電子部品焼成用セラミックスの研究開発 

(2) 鉄鋼・非鉄金属用耐火物の研究開発 

(3) セメントキルン用耐火物の研究開発 

(4) 焼却炉、溶融炉用耐火物の研究開発 

(5) 不定形耐火物の研究開発 

(6) リサイクルの研究開発 

現在、当社グループの研究開発は、当社の技術研究所・新材料研究所をはじめとして各工場において製品の開発・

改良及び基礎研究を行っております。 

なお、当中間連結会計期間における当社の研究開発費は103百万円であります。これは、特定部門に区分できません

ので、当社における総額を記載しております。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

提出会社 

当中間連結会計期間において、当社における主要な設備に重要な異動はありません。 

  

在外子会社 

当中間連結会計期間より、営口新窯耐耐火材料有限公司が連結子会社となっており、同社の主要な設備は、次の

とおりであります。 

（注）１ 営口新窯耐耐火材料有限公司は、土地72千㎡に対して土地使用権を取得しております。土地使用権の帳簿価額は、86百

万円であります。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

なお、前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは、次のとおりでありま

す。 

（注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 上記の新設設備完成後の増加能力は、軽微であります。 

  

会社名 所在地 
主要な 
事業の 
内容 

設備の
内容 

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

その他 合計 

営口新窯耐 
耐火材料 
有限公司 

中国遼寧省 
大石橋市 

耐火物の 
製造販売 

耐火物他 
製造設備等 

241 349 32 623 239

事業所名 所在地 区分 設備の内容 投資額（百万円） 完了年月 
完成後の 
増加能力 

日生工場 
岡山県備前市 
日生町 

耐火物他 
耐火物製造に係る
合理化設備 

287 平成17年９月 （注）２ 

吉永工場 
岡山県備前市 
吉永町 

耐火物他 
耐火物製造に係る
合理化設備 

42 平成17年９月 （注）２ 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

② 【発行済株式】 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) 当社の保有する自己株式は3,173千株であり、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は12.40％であります。 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 70,000,000 

計 70,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月21日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 25,587,421 25,587,421
大阪証券取引所
市場第一部 

― 

計 25,587,421 25,587,421 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

― 25,587 ― 2,654 ― 1,710

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

住友大阪セメント株式会社 東京都千代田区六番町６番地28 3,589 14.02

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２丁目４番６号 1,254 4.90

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 891 3.48

三栄興産株式会社 大阪市西区立売堀１丁目３番11号 750 2.93

クレディエットバンク エスエ
イ ルクセンブルジョワーズシ
リウス ファンドジャパン オパ
チュニティズ サブファンド 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室） 

43 ＢＯＵＬＥＶＡＲＤ ＲＯＹＡＬ
Ｌ－2955 ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ 
  
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

650 2.54

倉敷青果荷受組合 岡山県倉敷市西中新田525番地の５ 475 1.85

株式会社池田銀行 大阪府池田市城南２丁目１番11号 450 1.75

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 401 1.56

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞ヶ関３丁目７番３号 381 1.49

吉田修作 岡山県倉敷市笹沖1378番地７番 348 1.36

計 ― 9,191 35.92



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社所有の自己株式であります。 

２ 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株(議決権の数6個)含まれております。 

３ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式252株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

(注) このほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権の数1個)あります。

なお当該株式は「①発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の中に含めております。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
普通株式 

3,173,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

22,240,000 
22,240 ― 

単元未満株式 普通株式 174,421 ― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 25,587,421 ― ― 

総株主の議決権 ― 22,240 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

株式会社ヨータイ 
大阪府貝塚市二色中町 
８番１ 

3,173,000 ― 3,173,000 12.40

計 ― 3,173,000 ― 3,173,000 12.40

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 380 400 349 360 359 379

最低(円) 325 311 310 311 322 335



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法

に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きによ

り、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正

後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

(3) 当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、中間連結財務諸表の作成初年度であるた

め、以下に掲げる中間連結貸借対照表については前中間連結会計期間及び前連結会計年度との対比は行っておりま

せん。また、当中間連結会計期間は中間貸借対照表のみが連結対象であるため、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平

成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けており

ます。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    
当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比 
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金   1,200,604   

２ 受取手形及び売掛金   7,549,031   

３ たな卸資産   4,425,484   

４ その他   338,362   

貸倒引当金   △1,500   

流動資産合計   13,511,982 54.4 

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産 ※１   

(1) 建物及び構築物 ※２ 2,745,614   

(2) 機械装置及び運搬具   2,360,141   

(3) 土地   1,363,963   

(4) その他   404,406   

有形固定資産合計   6,874,125   

２ 無形固定資産   116,385   

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券   4,072,153   

(2) その他   325,225   

貸倒引当金   △45,825   

投資その他の資産合計   4,351,553   

固定資産合計   11,342,064 45.6 

資産合計   24,854,047 100.0 

      



  

  
  

    
当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比 
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形及び買掛金   2,046,070   

２ 短期借入金   3,650,000   

３ 一年以内に返済 
  予定の長期借入金 

  300,000   

４ 未払費用   891,966   

５ 未払法人税等   198,904   

６ その他 ※３ 276,501   

流動負債合計   7,363,442 29.6 

Ⅱ 固定負債     

１ 繰延税金負債   1,175,603   

２ 退職給付引当金   1,576,586   

３ 役員退職慰労引当金   132,500   

４ その他   2,752   

固定負債合計   2,887,443 11.6 

負債合計   10,250,885 41.2 

      

(少数株主持分)     

 少数株主持分   ― ― 

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金   2,654,519 10.7 

Ⅱ 資本剰余金   1,710,876 6.9 

Ⅲ 利益剰余金   8,953,625 36.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   1,838,308 7.4 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △2,321 △0.0 

Ⅵ 自己株式   △551,845 △2.2 

資本合計   14,603,161 58.8 

負債、少数株主持分
及び資本合計 

  24,854,047 100.0 

      



② 【中間連結損益計算書】 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 １に記載のとおり、連結子会社の中間貸借対照表のみが

連結対象であるため中間連結損益計算書は作成しておりません。 

  

③ 【中間連結剰余金計算書】 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 １に記載のとおり、連結子会社の中間貸借対照表のみが

連結対象であるため中間連結剰余金計算書は作成しておりません。 

  



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 １に記載のとおり、連結子会社の中間貸借対照表のみが

連結対象であるため中間連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。 

  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  
  
  

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

１ 連結の範囲に関する事

項 

 連結子会社の数 １社 

  連結子会社名 

   営口新窯耐耐火材料有限公司 

  営口新窯耐耐火材料有限公司について、当中間連結会計

期間に子会社となったことにより、連結の範囲に含めるこ

とといたしました。 

  なお、みなし取得日による支配獲得日が同社の中間決算

日の６月30日であるため当中間連結会計期間は中間貸借対

照表のみを連結対象としております。 

２ 持分法の適用に関する

事項 

 連結子会社である営口新窯耐耐火材料有限公司の追加出資

前の出資比率は25％であり、中間純損益及び利益剰余金（持

分に見合う額）からみて、中間連結財務諸表に及ぼす影響は

軽微であり、重要性が無いため、中間連結会計期間において

持分法の適用はしておりません。 

 なお、持分法を適用した場合の損益等については、「中間

財務諸表」の注記事項「持分法損益等」に記載しておりま

す。 

３ 連結子会社の中間決算

日等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日は６月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当たって、中間決算日現在の中

間財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行っております。 

４ 会計処理基準に関する

事項 

 (1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法 

  

  

① 有価証券 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   …中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

    時価のないもの 

   …移動平均法による原価法 

  ② たな卸資産 

  当社は月次総平均法による原価法を採用しております。 

  連結子会社については、月次総平均法による低価法を採 

 用しております。 

 (2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

  当社は、定率法(ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物(付属設備を除く)については定額法)を採用して

おります。 

  連結子会社については、定額法を採用しております。 

  また、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

  建物 15～50年

  機械装置 5～15年

  ② 無形固定資産 

  定額法を採用しております。なお、自社利用ソフトウェ

アについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ

いております。 



  

  

  
  
  

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

 (3) 重要な引当金の計上

基準 

① 貸倒引当金 

  当社は、債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

  連結子会社については、債権の貸倒による損失に備える

ため、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

  ② 退職給付引当金 

  当社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末において発生していると認めら

れる額を計上しております。 

  なお、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理しております。 

  ③ 役員退職慰労引当金 

  当社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社内

規に基づく基準額を計上しております。 

 (4) 重要なリース取引の

処理方法 
 当社は、リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 (5) 重要なヘッジ会計の

方法 
① ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっております。 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…通貨オプション及び為替予約 

  ヘッジ対象…外貨建債務、外貨建予定取引 

  ③ ヘッジ方針 

  デリバティブ取引は実需に伴う取引に限定して実施する

こととしており、売買益を目的とした投機的な取引は一切

行わないこととしております。 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の相場変動、キャッシュ・フロー変動とヘッ

ジ手段の間に高い相関関係があることを確認し、有効性の

評価としております。 

    なお、連結子会社はデリバティブ取引を実施しておりま

せん。 

 (6) その他中間連結財務

諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によって

おります。 

５ 中間連結キャッシュ・

フロー計算書における資

金の範囲 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項１に

記載のとおり、連結子会社の中間貸借対照表のみが連結対象

であるため中間連結キャッシュ・フロー計算書は作成してお

りません。 



追加情報 

  

  

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用してお

ります。 

これにより、中間連結貸借対照表に及ぼす影響はありません。 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、16,231,183千円であります。 

※２ 有形固定資産の圧縮記帳 

保険差益の発生に伴い、当中間連結会計期間に取得した有形固定資産について、取

得価額から控除している圧縮記帳額は、建物17,904千円であります。 

※３ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。 



(リース取引関係) 

  

  

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

    

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

  

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

そ の 他（工
具、器具及 び
備品） 

  199,608  158,726   40,881

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料中間期末残高が有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

 １年内 28,080千円

 １年超 12,800〃 

 合計 40,881〃 

(注) 未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過リース料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 20,242千円

減価償却費相当額 20,242〃  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 



(有価証券関係) 

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

   該当事項はありません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

  

(デリバティブ取引関係) 

  

  

  取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額 

 (1) 株式 882,135千円 3,963,445千円 3,081,310千円 

 (2) 債券       

   ①その他 102,990〃 106,090〃 3,099〃 

    計 985,126〃 4,069,535〃 3,084,409〃 

 その他有価証券  

   非上場株式 2,218千円

   貸付信託 400〃 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

 ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

 当社グループが営む事業は、耐火物の製造販売及びこれに付随する築炉工事等を行う耐火物事業のみの単一事業

であるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 当中間連結会計期間において、本邦の売上高は、売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグ

メント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

 当中間連結会計期間において、海外売上高は、売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しており

ます。 

  

  



(１株当たり情報) 

  

  
  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

１株当たり純資産額 651円51銭

（注）１株当たり中間純利益金額および潜在株式調整後１株当たり中間純利益の金額につい
ては、当中間連結会計期間は、中間連結貸借対照表のみが連結対象であるため、記載し
ておりません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金 ※１  1,034,226 860,765   1,133,306 

２ 受取手形    1,595,154 1,550,227   1,608,985 

３ 売掛金    5,681,215 5,900,232   5,055,193 

４ たな卸資産    3,289,037 4,120,438   3,468,086 

５ その他    321,307 392,331   774,131 

貸倒引当金    △1,500 △1,500   △1,500 

流動資産合計    11,919,441 55.3 12,822,495 52.0   12,038,204 55.0

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※２        

(1) 建物 ※３  2,466,246 2,334,867   2,392,572 

(2) 機械及び装置    2,038,685 1,987,819   1,850,800 

(3) 土地    1,363,963 1,363,963   1,363,963 

(4) その他    555,755 564,310   730,696 

 計    6,424,650 6,250,961   6,338,032 

２ 無形固定資産    9,023 15,138   13,606 

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券 ※１  2,697,847 4,072,153   2,945,647 

(2) 関係会社出資金    ― 1,255,398   238,652 

(3) その他    561,594 309,938   342,477 

 貸倒引当金    △47,180 △45,825   △47,991 

 計    3,212,261 5,591,665   3,478,785 

 固定資産合計    9,645,935 44.7 11,857,765 48.0   9,830,425 45.0

資産合計    21,565,376 100.0 24,680,260 100.0   21,868,629 100.0

           



  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形 ※４  901,825 451,995   414,951 

２ 買掛金 ※４  1,032,023 1,543,612   1,604,981 

３ 短期借入金 ※１  2,050,000 3,650,000   2,000,000 

４ 一年以内に返済 
  予定の長期借入金 ※１  25,000 300,000   300,000 

５ 未払費用 ※４  932,095 861,998   828,328 

６ 未払法人税等    131,507 198,904   102,203 

７ 未払消費税等 ※５  38,504 10,480   8,929 

８ その他    157,008 170,341   300,524 

流動負債合計    5,267,963 24.4 7,187,333 29.1   5,559,918 25.4

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金    300,000 ―   ― 

２ 退職給付引当金    1,648,598 1,576,586   1,581,942 

３ 役員退職慰労引当金    105,180 132,500   117,400 

４ 繰延税金負債    637,541 1,175,603   767,165 

５ その他    ― 2,752   26,301 

固定負債合計    2,691,320 12.5 2,887,443 11.7   2,492,809 11.4

負債合計    7,959,283 36.9 10,074,776 40.8   8,052,728 36.8

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    2,654,519 12.3 2,654,519 10.8   2,654,519 12.1

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金    1,710,876 1,710,876   1,710,876 

資本剰余金合計    1,710,876 7.9 1,710,876 6.9   1,710,876 7.8

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金    455,231 455,231   455,231 

２ 任意積立金    5,491,966 5,390,796   5,491,966 

３ 中間(当期)未処分 
  利益    2,884,732 3,107,597   2,886,601 

利益剰余金合計    8,831,929 41.0 8,953,625 36.3   8,833,799 40.4

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    958,212 4.4 1,838,308 7.4   1,167,066 5.4

Ⅴ 自己株式    △549,445 △2.5 △551,845 △2.2   △550,361 △2.5

資本合計    13,606,093 63.1 14,605,483 59.2   13,815,900 63.2

負債資本合計    21,565,376 100.0 24,680,260 100.0   21,868,629 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    8,114,990 100.0 8,048,243 100.0   15,483,833 100.0

Ⅱ 売上原価    7,028,130 86.6 6,819,811 84.7   13,421,323 86.7

売上総利益    1,086,860 13.4 1,228,431 15.3   2,062,509 13.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費    907,054 11.2 929,300 11.6   1,765,193 11.4

営業利益    179,806 2.2 299,131 3.7   297,316 1.9

Ⅳ 営業外収益 ※１  66,828 0.8 58,115 0.7   115,648 0.7

Ⅴ 営業外費用 ※２  5,742 0.1 8,110 0.1   11,519 0.0

経常利益    240,892 2.9 349,136 4.3   401,445 2.6

Ⅵ 特別利益 ※３  23,566 0.3 29,587 0.4   23,769 0.2

Ⅶ 特別損失 ※４  9,952 0.1 25,902 0.3   40,793 0.3

税引前中間(当期) 
純利益    254,507 3.1 352,821 4.4   384,421 2.5

法人税、住民税 
及び事業税    106,000 1.3 178,000 2.2   200,200 1.3

法人税等調整額    △3,076 △0.0 △37,468 △0.4   △47,709 △0.3

中間(当期)純利益    151,584 1.8 212,290 2.6   231,931 1.5

前期繰越利益    2,733,148 2,895,306   2,733,148 

中間配当額    ― ―   78,477 

中間(当期)未処分 
利益    2,884,732 3,107,597   2,886,601 

           



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

   

税引前中間(当期)純利益  254,507 352,821 384,421 

減価償却費  368,611 365,238 772,949 

貸倒引当金の増加額 
又は減少額(△) 

 △4 △2,165 806 

役員退職慰労引当金の増加額  11,380 15,100 23,600 

退職給付引当金の 
減少額（△） 

 △32,917 △5,356 △99,572 

受取利息及び受取配当金  △14,146 △20,050 △23,797 

支払利息  3,865 6,227 8,532 

有形固定資産売却益  △9 ― △72 

有形固定資産除却損  9,939 25,902 39,817 

投資有価証券売却益  △23,552 ― △23,552 

売上債権の増加額  △763,078 △786,281 △150,888 

たな卸資産の減少額 
又は増加額(△) 

 150,171 △652,351 △170,527 

仕入債務の減少額  △442,262 △38,238 △385,559 

その他  △142,577 267,256 △206,449 

小計  △620,074 △471,897 169,706 

利息及び配当金の受取額  18,392 25,038 28,349 

利息の支払額  △3,865 △6,227 △8,532 

法人税等の支払額  △157,343 △81,299 △280,846 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △762,890 △534,385 △91,323 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

   

有形固定資産の取得による 
支出 

 △370,737 △307,768 △780,508 

有形固定資産の売却による 
収入 

 164 ― 321 

無形固定資産の取得による 
支出 

 △2,125 △2,492 △7,441 

投資有価証券の取得による 
支出 

 △1,439 △851 △2,225 

投資有価証券の売却による 
収入 

 44,586 100,200 44,783 

貸付金の貸付による支出  ― △82,348 ― 

出資金の出資による支出  △238,652 △1,016,746 △238,652 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △568,204 △1,310,007 △983,723 



  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

   

短期借入金の増加額  750,000 1,650,000 700,000 

長期借入金の返済による支出  △50,000 ― △75,000 

自己株式の取得による支出  △118,105 △1,484 △119,021 

配当金の支払額  △91,761 △78,082 △170,229 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 490,133 1,570,433 335,749 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 2,039 1,418 △544 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
又は減少額(△) 

 △838,923 △272,541 △739,842 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 1,873,149 1,133,306 1,873,149 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

※ 1,034,226 860,765 1,133,306 

     



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

  …償却原価法(定額法) 

(1) 有価証券 

  関係会社出資金 
  …移動平均法による原 

   価法 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

  …償却原価法(定額法) 

    その他有価証券 

 ① 時価のあるもの 

   …中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定) 

  その他有価証券 

 ① 時価のあるもの 

同左 

  その他有価証券 

 ① 時価のあるもの 

   …期末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

   ② 時価のないもの 

   …移動平均法による

原価法 

 ② 時価のないもの 

同左 

 ② 時価のないもの 

同左 

  (2) たな卸資産 

  …月次総平均法による

原価法 

(2) たな卸資産 

同左 

(2) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法(ただし、平成

10年４月１日以降に取得

した建物(付属設備を除

く)については定額法)を

採用しております。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

  建物 15～50年

  機械装置 5～15年

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法を採用しており

ます。 

(2) 無形固定資産 

  定額法を採用しており

ます。なお、自社利用ソ

フトウェアについては、

社内における利用可能期

間（５年）に基づいてお

ります。 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上し

ております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 



  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。 

  なお、数理計算上の差

異は、各事業年度の発生

時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による定額

法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度

から費用処理しておりま

す。 

(2) 退職給付引当金 

同左 

(2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

  なお、数理計算上の差

異は、各事業年度の発生

時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による定額

法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度

から費用処理しておりま

す。 

  (3) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、当社内

規に基づく基準額を計上

しております。 

(3) 役員退職慰労引当金 

同左 

(3) 役員退職慰労引当金 

同左 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方法 ――― (1) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっ

ております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

    (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  ヘッジ手段…通貨オプ

ション及

び為替予

約 

  ヘッジ対象…外貨建債

務、外貨

建予定取

引 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  ヘッジ手段…通貨オプ

ション 

  

  

  ヘッジ対象…外貨建債

務、外貨

建予定取

引 

    (3) ヘッジ方針 

  デリバティブ取引は実

需に伴う取引に限定して

実施することとしてお

り、売買益を目的とした

投機的な取引は一切行わ

ないこととしておりま

す。 

(3) ヘッジ方針 

同左 



  

  
  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

    (4) ヘッジ有効性評価の

方法 

  ヘッジ対象の相場変

動、キャッシュ・フロー

変動とヘッジ手段の間に

高い相関関係があること

を確認し、有効性の評価

としております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

６ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キャ

ッシュ・フロー計算

書)における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなってお

ります。 

同左 同左 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

  (2) 納付税額及び法人税等

調整額の計算 

  中間会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整

額は、当期において予定

している利益処分による

固定資産圧縮積立金及び

特別償却準備金の積立て

及び取崩を前提として、

当中間会計期間に係る金

額を計算しております。 

(2) 納付税額及び法人税等

調整額の計算 

同左 

――― 



会計方針の変更 

  

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

   当中間会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会

計審議会  平成 14年８月９

日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用してお

ります。 

   これによる当中間会計期間の

損益に及ぼす影響はありませ

ん。 

――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

―――    当中間会計期間末より、関係

会社出資金の金額が、資産合計

の100分の５を超えることとな

ったため、区分して表示してお

ります。なお、前中間会計期間

末は、投資その他の資産の「そ

の他」に238,652千円含まれて

おります。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次の

とおりであります。 

  

預金 100,000千円

投資有価証券 12,991 〃 

計 112,991 〃 

――― ――― 

   担保付債務は次のとおりであ

ります。 

  

短期借入金 400,000千円

一年以内に返 
済予定の長期 
借入金 

25,000 〃 

計 425,000 〃 

    

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額は、16,087,457千円でありま

す。 

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額は、16,191,454千円でありま

す。 

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額は、16,106,241千円でありま

す。 

――― ※３ 有形固定資産の圧縮記帳 

  保険差益の発生に伴い、当中間

会計期間に取得した有形固定資産

について、取得価額から控除して

いる圧縮記帳額は、建物17,904千

円であります。 

――― 

※４ 仕入等代金支払方法の変更 

  当中間会計期間より、一部の仕

入先等への支払方法を手形払か

ら、一括信託支払方式へ移行いた

しました。これによって、従来の

方法によった場合に比べ、支払手

形は1,033,135千円減少しており

ます。 

  なお、当社が金融機関を通じて

購入した当社の買掛金に係る信託

受益権（433,253千円）及び未払

費用に係る信託受益権（73,964千

円）については、買掛金及び未払

費用と相殺表示しております。こ

の結果、従来の方法によった場合

に比べ、買掛金435,504千円、未

払費用47,631千円の純増となって

おります。 

  

――― 

  

※４ 仕入等代金支払方法の変更 

  当事業年度より、一部の仕入先

等への支払方法を手形払から、一

括信託支払方式へ移行いたしまし

た。これによって、従来の方法に

よった場合に比べ、支払手形は

1,540,654千円減少しておりま

す。 

  なお、当社が金融機関を通じて

購入した当社の買掛金に係る信託

受益権（568,799千円）及び未払

費用に係る信託受益権（215,264

千円）については、買掛金及び未

払費用と相殺表示しております。

この結果、従来の方法によった場

合に比べ、買掛金678,067千円、

未払費用78,522千円の純増となっ

ております。 

  

※５ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、未払消費税

等として表示しております。 

※５ 消費税等の取扱い 

同左 

――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 3,558千円

受取配当金 10,587 〃 

不動産賃貸料 26,334 〃 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 2,290千円

有価証券利息 1,592 〃 

受取配当金 16,168 〃 

不動産賃貸料 23,538 〃 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 3,138千円

有価証券利息 4,589 〃 

受取配当金 16,070 〃 

不動産賃貸料 47,368 〃 

    

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 3,865千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 6,227千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

  

支払利息 8,532千円

※３ 特別利益のうち主要なもの 

  

  

投資有価証券 
売却益 

23,552千円

※３ 特別利益のうち主要なもの 

  

  

保険金収入 29,534千円

※３ 特別利益のうち主要なもの 

  

投資有価証券

売却益 
23,552千円

※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 9,939千円

    

※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 25,902千円

    

※４ 特別損失のうち主要なもの 

  

固定資産除却損 39,817千円

 ５ 減価償却実施額  

有形固定資産 368,387千円

無形固定資産 224 〃 

 ５ 減価償却実施額  

有形固定資産 364,277千円

無形固定資産 960 〃 

 ５ 減価償却実施額  

有形固定資産 771,992千円

無形固定資産 957 〃 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

  

現金及び預金 

勘定 
1,034,226千円

現金及び現金 

同等物 
1,034,226 〃 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

  

現金及び預金 

勘定 
860,765千円

現金及び現金 

同等物 
860,765 〃 

※現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

  

現金及び預金 

勘定 
1,133,306千円

現金及び現金 

同等物 
1,133,306 〃 



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

  

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  

    

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

  

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

その他            

(工具、
器具及
び 備
品) 

  209,408   127,441   81,966

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

    

 
取得価額
相当額 
(千円) 

 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

その他        

(工具、
器具及
び 備
品) 

  199,608  158,726  40,881

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  

  

 
取得価額
相当額 
(千円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

  

  
期末残高 
相当額 
(千円) 

その他          

(工具、
器具及
び 備
品) 

 209,408   148,284   61,123

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

  

(注)  同左 (注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 １年内 41,085千円

 １年超 40,881 〃 

 合計 81,966 〃 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当

額 

 １年内 28,080千円

 １年超 12,800 〃 

 合計 40,881 〃 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 40,105千円

 １年超 21,018 〃 

 合計 61,123 〃 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

  

(注)  同左 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

  

支払リース料 20,842千円

減価償却費相当額 20,842 〃 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

支払リース料 20,242千円

減価償却費相当額 20,242 〃 

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 41,685千円

減価償却費相当額 41,685 〃 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

  



(有価証券関係) 

  

有価証券 

 前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

 １ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

 ２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

 ３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額 

  

  

  

 当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  中間貸借対照表計上額 時価 差額 

  国債 9,992千円 9,997千円 4千円 

   計 9,992 〃 9,997 〃 4 〃 

  取得原価 中間貸借対照表計上額 差額 

 （１） 株式 880,707千円 2,484,873千円 1,604,165千円 

 （２） 債券       

   ①その他 206,582 〃 210,156 〃 3,573 〃 

    計 1,087,290 〃 2,695,029 〃 1,607,739 〃 

 その他有価証券  

   非上場株式(店頭売買株式を除く) 2,218千円

   貸付信託 600 〃 



 前事業年度末(平成17年３月31日) 

 １ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

 ２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

 ３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

  

  

  貸借対照表計上額 時価 差額 

  国債 9,998千円 9,999千円 0千円 

   計 9,998 〃 9,999 〃 0 〃 

  取得原価 貸借対照表計上額 差額 

 （１） 株式 881,284千円 2,835,752千円 1,954,468千円 

 （２） 債券       

   ①その他 204,262 〃 207,960 〃 3,697 〃 

    計 1,085,546 〃 3,043,712 〃 1,958,165 〃 

 その他有価証券  

   非上場株式 2,218千円

   貸付信託 600 〃 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 デリバティブ取引の残高がないの

で、該当事項はありません。 

 当中間会計期間より中間連結財務

諸表を作成しているため記載してお

りません。 

 ヘッジ会計を適用しているため、

該当事項はありません。 



(持分法損益等) 

  

  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

関連会社に対する投資の金額 

238,652千円 

持分法を適用した場合の投資の金額 

― 

持分法を適用した場合の投資利益の

金額 

― 

  

 当社の関連会社である営口新窯耐

耐火材料有限公司は、平成16年７月

に設立出資しております。 

 同社の決算日は12月31日であり、

中間会計期間の持分法を適用した場

合の投資の金額及び投資利益の金額

の算定にあたっては、同社の中間決

算日（６月30日）の中間財務諸表を

使用することとしておりますので、

当中間会計期間は該当事項がありま

せん。 

関連会社に対する投資の金額 

1,255,398千円 

持分法を適用した場合の投資の金額 

1,240,695 〃 

持分法を適用した場合の投資利益の

金額 

△9,203 〃 

  

 関連会社であった営口新窯耐耐火

材料有限公司を当中間連結会計期間

において追加出資により子会社とし

ています。なお、みなし取得日によ

る支配獲得日は同社の中間決算日の

平成17年６月30日であり、上記の持

分法を適用した場合の各金額は同日

現在の貸借対照表及び同日をもって

終了する損益計算書に基づいて、追

加出資前の出資比率25％により算出

しております。 

関連会社に対する投資の金額 

238,652千円 

持分法を適用した場合の投資の金額 

227,480 〃 

持分法を適用した場合の投資利益の

金額 

△1,384 〃 



(１株当たり情報) 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

  

前へ     

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 606円81銭 １株当たり純資産額 651円62銭 １株当たり純資産額 615円65銭

１株当たり中間純利益 
金額 

6円67銭
１株当たり中間純利益
金額 

9円47銭
１株当たり当期純利益 
金額 

9円66銭

  

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日)

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日)

１株当たり中間(当期) 

純利益 
      

中間(当期)純利益(千円) 151,584 212,290 231,931 

普通株主に帰属しない金額 

(千円) 
― ― 14,000 

 （うち利益処分による取 

   締役賞与金） 
（―） （―） （14,000）

普通株式に係る中間（当

期）純利益（千円） 
151,584 212,290 217,931 

普通株式の期中平均株式数 

(株) 
22,715,940 22,416,125 22,567,903 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― ―――  平成16年７月に設立した営口新窯

耐耐火材料有限公司について、合弁

相手である大石橋市新型マグ煉瓦製

品有限公司の持分を譲り受け、当社

の100％子会社とする旨合意し、平

成17年４月20日に持分譲渡契約を締

結致しました。この契約は平成17年

５月10日に効力が発生し、子会社と

なっております。 

 同社の事業は、耐火物の製造・販

売であり、多様化する耐火物需要に

対応するため、当社グループとして

の耐火物の生産体制を増強する目的

で実施するものであります。 

 取得前の出資額は 238,652千円で

あり、当該持分比率は25％、追加取

得額は 711,759千円であり、当該取

得後の持分比率は100％となりまし

た。 

 なお、最終的な追加取得額は、現

在実施している債権・債務の評価結

果により変動する可能性がありま

す。 

 また、子会社となってから、

2,819千米ドル（304,987千円）の追

加出資を実施しております。 



(2) 【その他】 

平成17年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(1) 中間配当による配当金の総額…………………78,449千円 

(2) １株当たりの金額………………………………  ３円50銭 

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成17年12月９日 

(注) 平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いま

す。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1)  
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第107期) 

 自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月28日 
近畿財務局長に提出。 

            
(2) 訂正報告書         

  
 (第107期) 自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日 
 有価証券報告書に係る訂正報告書 

 
  
平成17年８月12日 
近畿財務局長に提出。 

(3) 臨時報告書 
（営口新窯耐耐火材料有限公司が当社の特定子会社に該当する
ことに係る、証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開
示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づく臨時報
告書） 

    
平成17年５月23日 
近畿財務局長に提出。 

  
(4) 

  
自己株券買付状況 
報告書 

  
報告期間 

  
  

    
  
  

        自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日   平成17年４月５日 
        自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日   平成17年５月９日 
        自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日   平成17年６月６日 
        自 平成17年６月１日 至 平成17年６月28日   平成17年７月４日 
     近畿財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社ヨータイ 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ヨータイの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表について中間監査を行った。この中間連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ヨータイ及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成17年12月15日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  土  田  秋  雄  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  藤  川   賢    ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社ヨータイ 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ヨータイの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第107期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ヨータイの平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

平成16年12月17日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  中  村  基  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  出  田  吉  孝  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社ヨータイ 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ヨータイの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第108期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ヨータイの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

平成17年12月15日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  土  田  秋  雄  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  藤  川    賢   ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

している。 
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